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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

回次 第９期中 第10期中 第11期中 第９期 第10期 

会計期間 

自 平成15年 
４月１日 

至 平成15年 
９月30日 

自 平成16年 
４月１日 

至 平成16年 
９月30日 

自 平成17年 
４月１日 

至 平成17年 
９月30日 

自 平成15年 
４月１日 

至 平成16年 
３月31日 

自 平成16年 
４月１日 

至 平成17年 
３月31日 

売上高 (千円) 3,343,169 5,287,426 6,598,026 7,755,269 11,073,019 

経常利益又は経常損失(△) (千円) 226,703 △53,473 214,106 422,930 201,873 

中間（当期）純利益又は

中間純損失（△） 
(千円) 115,501 △47,880 111,101 190,163 84,176 

持分法を適用した場合の 

投資利益又は投資損失(△) 
(千円) ― ― △574 ― ― 

資本金 (千円) 159,500 457,000 473,140 457,000 457,000 

発行済株式総数 (株) 11,975 27,950 28,488 13,975 27,950 

純資産額 (千円) 462,168 1,167,049 1,417,333 1,288,830 1,299,107 

総資産額 (千円) 1,463,104 2,598,318 2,969,372 2,555,336 2,583,933 

１株当たり純資産額 （円） 38,594.47 41,754.92 49,751.96 90,935.99 46,479.69 

１株当たり中間（当期）純

利益又は中間純損失(△) 
（円） 14,663.18 △1,713.08 3,956.32 16,324.95 3,011.70 

潜在株式調整後１株当た

り中間（当期）純利益 
（円） ― ― 3,773.30 15,579.01 2,853.26 

１株当たり中間（年間）配

当額 
（円） ― ― ― 4,000 900 

自己資本比率 （％） 31.6 44.9 47.7 50.4 50.3 

営業活動によるキャッシ

ュ・フロー 
(千円) 51,083 △449,782 △254,205 210,663 △86,185 

投資活動によるキャッシ

ュ・フロー 
(千円) △21,612 △60,287 △101,047 △91,947 △79,367 

財務活動によるキャッシ

ュ・フロー 
(千円) △5,994 188,667 7,125 709,398 △171,332 

現金及び現金同等物の中

間期末（期末）残高 
(千円) 496,092 979,328 615,718 1,300,730 963,845 

従業員数 （名） 2,041 3,194 3,758 2,545 3,022 
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 （注）１  当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。 

２   売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３  持分法を適用した場合の投資利益については、第10期までは子会社及び関連会社がありませんので記載し

ておりません。 

４  平成16年５月20日付で株式分割（１：２）を行いましたが、第10期中の１株当たり中間純損失及び第10期

の1株当たり当期純利益は期首に株式分割が行われたものとして計算しております。 

５  第９期中の潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、新株予約権等の残高はありますが

当社株式は非上場・非登録であり期中平均株価が把握できないため、記載しておりません。また、第10期中

の潜在株式調整後１株当たり中間純利益につきましては、１株当たり中間純損失であるため記載しておりま

せん。 

２【事業の内容】 

  当社グループは、当社（日本エイム株式会社）及び関連会社（松下エクセルプロダクツ株式会社）で構成されてお

ります。当社は、専門技能を持ったプロフェッショナル集団として製造オペレーションを一括受託することにより、

少量多品種を製造する半導体・液晶等のメーカーのトータルコスト引き下げと安定生産の両立に寄与することを目的

とした事業を営んでおります。 

 松下エクセルプロダクツ株式会社（関連会社）は、平成17年４月１日に松下電器産業株式会社100％出資子会社で

ある松下エクセルスタッフ株式会社との共同出資で設立いたしました。事業につきましては、松下電器産業グループ

内における生産請負事業及び労働者派遣事業を営んでおり、顧客の要請に応えられる人材の育成と製造業の国際競争

力の維持を目的として設立いたしました。 

 

[事業系統図] 

事業系統図は、以下のとおりであります。 

 

当社派遣社員 当社請負社員

雇用契約

業務請負
契約

顧客（メーカー各社[委託者]） 顧客（松下電器産業グループ[委託者]）

日本エイム株式会社
（生産請負事業及び労働者派遣事業）

業務請負
契約

労働者
派遣契約

業務請負
契約

松下エクセルプロダクツ株式会社
（関連会社）

指揮命令
関係

雇用契約
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３【関係会社の状況】 

  

    当中間会計期間において松下エクセルプロダクツ株式会社を設立し、関連会社となりました。 

 （注）有価証券届出書又は有価証券報告書を提出しておりません。 

４【従業員の状況】 

(1）提出会社の状況 

 （注）１ 従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員であります。 

２ 従業員数が当中間会計期間において736名増加しておりますが、これは主に業務請負の受注増加に伴う人員

増加であります。 

(2）労働組合の状況 

 当社に労働組合はありません。労使関係については、特に記載すべき事項はありません。 

名称 住所 
資本金 

（百万円） 
主要な事業内容 

議決権の 
所有(又は被 
所有)割合 

関係内容 

(関連会社) 

 松下エクセルプロダ

クツ株式会社 

 大阪市中央区 30 

松下電器産業グル

ープ内における生

産請負事業及び労

働者派遣事業 

30.0 

(-) 

役員の兼任1名 

業務請負契約に基

づく構内作業業務

請負 

  平成17年９月30日現在

従業員数（名） 3,758 
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第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当中間会計期間におけるわが国の経済は、企業収益及び設備投資の拡大に伴い、雇用情勢、所得にも改善が見ら

れ個人消費は緩やかに増加し、景気は回復基調を続けました。当社が属する構内作業業務請負業界におきましても

全体的な景気の回復を背景に、半導体・液晶デバイスメーカーの設備投資の増加やデジタル家電を中心としたエレ

クトロニクス製品の生産の回復に製造業のアウトソーシングニーズの拡大があいまって市場が拡大いたしました。

 このような状況の中、当社は当事業年度より営業戦略を刷新いたしました。具体的には、前事業年度は半導体・

液晶デバイスメーカーの企業系列に対して、網羅的に取引ができるように新規顧客の開拓に注力いたしましたが、

当事業年度は、新規顧客の開拓は半導体・液晶デバイスメーカーの高付加価値業務の受託に注力し、既存顧客は企

業系列を特定してシェアを高めていく戦略で営業戦略を組み立てております。 

  新規顧客の開拓につきましては、半導体・液晶デバイスメーカーの設備投資増加にあいまって、アウトソーシン

グニーズが高まったことにより、当社の半導体・液晶製造に対する専門性が顧客の評価につながり受注は好調であ

りました。 

  既存顧客につきましては、松下エクセルスタッフ株式会社(松下電器産業株式会社100％出資子会社)との合弁会

社である松下エクセルプロダクツ株式会社の設立を機に、法令遵守をモットーとした当社のコンプライアンス経営

及び半導体・液晶製造の専門性が競争優位に働き、大幅にシェアを高めることができました。このような顧客ニー

ズは、現在の事業環境を鑑みますと今後も継続すると予想しております。 

 売上総利益につきましては、エンジニアの採用に積極的に取り組んだことにより、社宅借上げ等に伴う一時的な

先行費用が嵩み、売上総利益率は17.1％(前年同期は18.4％)と低下いたしました。販売費及び一般管理費につきま

しては、効率的な採用活動及び適正な人員配置により、売上高販売費及び一般管理費率は13.8％(前年同期19.4％)

に抑制いたしました。 

 この結果、売上高は6,598百万円(前年同期比124.8％)、経常利益は214百万円(前年同期は53百万円の損失)、中

間純利益は111百万円(前年同期は47百万円の損失)となりました。 

(2）キャッシュ・フローの状況 

 当中間会計期間においては、受注は順調に推移し、税引前中間純利益214百万円計上したほか、売上高の増加に

より売上債権は増加(496百万円)しました。また、これに伴い社員数の増加により未払給与等の未払費用の増加

(130百万円)、預り金の増加(43百万円)等となりました。一方、社内情報システム開発に伴う無形固定資産の取得

(49百万円)等により現金及び預金の減少(348百万円)となりました。 

  当中間会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動により減少した資金は、254百万円（前年同期は449百万円）となりました。これは主に、社員数増加に

よる未払費用の増加130百万円、預り金の増加43百万円及び税引前中間純利益は214百万円だったものの、新規受注

の増加による売上債権の増加496百万円、未払消費税等の減少85百万円、法人税等の支払額97百万円等によるもの

であります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動により減少した資金は、101百万円（前年同期は60百万円）となりました。これは主に、社内情報シス

テム開発に伴う無形固定資産の取得49百万円及び社員数増加に伴う社宅の差入保証金の増加35百万円等によるもの

であります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動により増加した資金は7百万円（前年同期は188百万円）となりました。これは、株式発行による収入32

百万円、配当金の支払25百万円によるものであります。 

２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当社は、生産活動を行なっていないため、記載しておりません。 
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(2）受注実績 

 当社の事業であるメーカー等を顧客とした構内作業業務請負においては、受注時の業務量をその後の顧客の要望

に合わせて変更することが多いため、記載しておりません。 

(3）販売実績 

 当中間会計期間の販売実績を示すと、次のとおりであります。 

 （注）１ 当中間会計期間及び前中間会計期間の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

は次のとおりであります。 

(注)松下エクセルスタッフ株式会社は、当中間会計期間における販売実績がありません。 

２ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

３【対処すべき課題】 

  

当中間会計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

区分 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

金額（千円） 前年同期比（％） 

構内作業業務請負事業 6,501,295 123.0 

物販事業 96,731 ― 

 合計 6,598,026 124.8 

相手先 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％） 

松下エクセルプロダクツ 

株式会社 
― ― 1,269,140 19.2 

松下エクセルスタッフ 

株式会社 
679,228 12.8 ― ― 

ソニーイーエムシーエス 

株式会社 
596,918 11.3 692,682 10.5 
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４【経営上の重要な契約等】 

  

 当中間会計期間に生じた重要な契約は次のとおりであります。 

  

株式会社エイペックスとの合弁契約 

  平成17年８月29日、半導体装置ユニットの修理、代替品の提供サービス及び中古半導体製造装置の販売代理業を営む合

弁会社を平成17年10月３日に共同設立する契約を締結いたしました。 

(合弁会社名 ネクサス・テクノロジ株式会社)  

  

５【研究開発活動】 

 該当事項はありません。 

2005/12/20 15:22:52日本エイム株式会社/半期報告書/2005-09-30



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設の計画は次のとおりであります。 

 （注）上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

事業所名 所在地 設備の内容 

投資予定金額 
資金調達方
法 

着手及び完了予定年月 
完成後の
増加能力総額 

(百万円)
既支払額
(百万円)

着手 完了 

本社 
東京都 

港区 

請求・勤怠等の

新基幹システム 
380 45 

 自己資金

及び借入金
平成17年４月 平成18年６月

業務の効

率化 
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第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

 （注） 「提出日現在発行数」には、平成17年12月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行

された株式の数は含まれておりません。 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 111,800 

計 111,800 

種類 
中間会計期間末現在 

発行数（株） 
（平成17年９月30日） 

提出日現在発行数（株）
（平成17年12月22日） 

上場証券取引所名又は登
録証券業協会名 

内容 

普通株式 28,488 28,524 ジャスダック証券取引所 

完全議決権株式であ

り、権利内容に何ら

限定のない当社にお

ける標準となる株式 

計 28,488 28,524 ― ― 

2005/12/20 15:22:52日本エイム株式会社/半期報告書/2005-09-30



(2）【新株予約権等の状況】 

 商法第280条ノ20及び商法第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は次のとおりであります。 

① 平成15年６月27日定時株主総会決議 

 （注）  当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により新株予約権の目的となる株式数を調整するものと

します。ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株

式の数について行われ、調整の結果生じる１株未満の端数についてはこれを切り捨てるものとします。 

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

 上記の他、当社が合併又は会社分割もしくは資本の減少を行う場合、その他これらの場合に準じて付与株式

数を調整すべき事由が生じた場合は、合併又は会社分割の条件、もしくは資本の減少の程度等を勘案の上、合

理的な範囲で付与株式数を調整します。 

  
中間会計期間末現在 

（平成17年９月30日） 
提出日の前月末現在 

（平成17年11月30日） 

新株予約権の数（個） 1,128 1,092 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 1,128（注） 1,092（注）

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり   60,000円 同左 

新株予約権の行使期間 
平成17年７月１日から 

平成20年６月末日まで 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 

株式の発行価格及び資本組入額 

発行価格    60,000円 

資本組入額   30,000円 
同左 

新株予約権の行使の条件 

１ 新株予約権の割当を受け

た者（以下「新株予約権

者」という）は、権利行

使時においても当社又は

当社の関連会社の取締役

もしくは使用人の地位に

あることを要する。 

２ その他の権利行使の条件

は平成15年６月27日開催

の定時株主総会及び平成

15年７月22日開催の取締

役会決議に基づき、当社

と新株予約権者の間で締

結した「新株予約権割当

契約」に定められてい

る。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

新株予約権を第三者に譲渡、

質入その他一切の処分するこ

とができないものとする。 

同左 
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② 平成16年６月26日定時株主総会決議 

 （注）  当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により新株予約権の目的となる株式数を調整するものと

します。ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株

式の数について行われ、調整の結果生じる１株未満の端数についてはこれを切り捨てるものとします。 

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

 上記の他、当社が合併又は会社分割もしくは資本の減少を行う場合、その他これらの場合に準じて付与株式

数を調整すべき事由が生じた場合は、合併又は会社分割の条件もしくは資本の減少の程度等を勘案の上、合理

的な範囲で付与株式数を調整します。 

  
中間会計期間末現在 
（平成17年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成17年11月30日） 

新株予約権の数（個） 426 416 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 426（注） 416（注）

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり  957,096円 同左 

新株予約権の行使期間 
平成18年７月１日から 

平成21年６月末日まで 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 

株式の発行価格及び資本組入額 

発行価格   957,096円 

資本組入額  478,548円 
同左 

新株予約権の行使の条件 

１ 新株予約権の割当を受け

た者（以下「新株予約権

者」という。）は、権利

行使時においても当社及

び当社の子会社もしくは

関連会社の取締役、監査

役及び従業員又は顧問等

の地位にあることを要す

るものとし、当社及び当

社の子会社もしくは関連

会社の顧問等である新株

予約権者については、新

株予約権の行使に先立

ち、取締役会の承認を要

する。 

２ その他の権利行使の条件

は平成16年６月26日開催

の定時株主総会及び平成

16年８月９日開催の取締

役会決議に基づき、当社

と新株予約権者の間で締

結した「新株予約権割当

契約書」に定められてい

る。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

本新株予約権の譲渡について

は、当社取締役会の承認を要

するものとする。 

同左 
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③ 平成17年６月25日定時株主総会決議 

 （注）  当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により新株予約権の目的となる株式数を調整するものと

します。ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株

式の数について行われ、調整の結果生じる１株未満の端数についてはこれを切り捨てるものとします。 

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

 上記の他、当社が合併又は会社分割もしくは資本の減少を行う場合、その他これらの場合に準じて付与株式

数を調整すべき事由が生じた場合は、合併又は会社分割の条件もしくは資本の減少の程度等を勘案の上、合理

的な範囲で付与株式数を調整します。 

  
中間会計期間末現在 
（平成17年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成17年11月30日） 

新株予約権の数（個） ― 873 

新株予約権の目的となる株式の種類 ― 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株） ― 873（注）

新株予約権の行使時の払込金額 ― １株当たり  600,000円  

新株予約権の行使期間 ― 
平成19年７月１日から 

平成22年６月末日まで 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 

株式の発行価格及び資本組入額 
― 

  発行価格   600,000円 

  資本組入額  300,000円  

新株予約権の行使の条件 ― 

１ 新株予約権の割当を受けた

者（以下「新株予約権者」

という。）は、権利行使時

においても当社及び当社の

子会社の取締役、監査役及

び従業員の地位にあること

を要するものとし、当社及

び当社の子会社もしくは関

連会社の顧問等である新株

予約権者については、新株

予約権の行使に先立ち、取

締役会の承認を要する。 

２ その他の権利行使の条件

は平成17年６月25日開催の

定時株主総会及び平成17年

11月14日開催の取締役会決

議に基づき、当社と新株予

約権者の間で締結した「新

株予約権割当契約書」に定

められている。 

新株予約権の譲渡に関する事項 ― 

本新株予約権の譲渡につい

ては、当社取締役会の承認

を要するものとする。 
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(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

 （注）１ 新株予約権の行使による増加であります。     

     ２ 平成17年10月1日から平成17年11月30日までの間に新株予約権の行使により、発行済株式総数が36株、 

            資本金及び資本準備金がそれぞれ1,080千円増加しております。 

(4）【大株主の状況】 

 （注） 上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、次のとおりであります。 

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額 
（千円） 

資本金残高 
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成17年7月１日～ 

平成17年9月30日  
538 28,488 16,140 473,140 16,140 591,640 

  平成17年９月30日現在

氏名又は名称等 住所 所有株式数（株） 
発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

若山 陽一 東京都渋谷区広尾３－17－１ 12,680 44.51 

日本トラスティ・サービス信託銀行

株式会社 
東京都中央区晴海１－８－11 2,983 10.47 

日本マスタートラスト信託銀行株式

会社 
東京都港区浜松町２－11－３ 1,861 6.53 

有限会社コペルニクス 東京都渋谷区広尾３－17－１ 1,420 4.98 

資産管理サービス信託銀行株式会社 東京都中央区晴海１－８－12 840 2.95 

ザバンクオブニューヨークノントリ

ーティージャスデックアカウント 

常任代理人 株式会社東京三菱銀行 

東京都千代田区丸の内２－７－１ 

カストディ業務部 
681 2.39 

日本エイム社員持株会 

理事長 関根 秀章 
東京都港区港南２－16－４ 455 1.60 

日興シティ信託銀行株式会社 東京都品川区東品川２－３－14 411 1.44 

ザチェースマンハッタンバンクエヌ

エイロンドンエスエルオムニバスア

カウント 

常任代理人 みずほコーポレート銀

行兜町証券決済業務室 

東京都中央区日本橋兜町６－７ 394 1.38 

加藤 慎一郎 神奈川県横浜市中区吉田町64－１ 300 1.05 

計 ― 22,025 77.31 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社 2,983株 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社    1,861株 

資産管理サービス信託銀行株式会社 840株 

日興シティ信託銀行株式会社 411株 
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(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所における株価を記載しております。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  

  平成17年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ― 

議決権制限株式（その他） ― ― ― 

完全議決権株式（自己株式等） ― ― ― 

完全議決権株式（その他）  普通株式 28,488 28,488 
権利内容に何ら限定のない当

社における標準となる株式 

端株 ― ― ― 

発行済株式総数 28,488 ― ― 

総株主の議決権 ― 28,488 ― 

  平成17年９月30日現在

所有者の氏名又は
名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

― ― ― ― ― ― 

計 ―  ― ―   ― ―  

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 475,000 598,000 622,000 626,000 576,000 634,000 

最低（円） 346,000 416,000 424,000 528,000 463,000 521,000 
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第５【経理の状況】 

１ 中間財務諸表の作成方法について 

 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３項のただし

書きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２ 監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日ま

で）及び当中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の中間財務諸表について、東京北斗監査法

人による中間監査を受けております。 

３ 中間連結財務諸表について 

 当社は、子会社を有していないため、中間連結財務諸表は作成しておりません。 
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【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 

（平成16年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成17年９月30日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）                     

Ⅰ 流動資産       

１ 現金及び預金     979,328 615,718   963,845 

２ 受取手形     6,753 56,229   ― 

３ 売掛金     1,285,777 1,747,878   1,307,364 

４ たな卸資産     725 644   575 

５ 前払費用     ― 193,416   110,158 

６ その他     165,666 46,140   42,645 

貸倒引当金     △7,755 △9,168   △7,948 

流動資産合計     2,430,496 93.5 2,650,859 89.3   2,416,640 93.5 

Ⅱ 固定資産                     

１ 有形固定資産 ※１   64,856 58,419   53,226 

２ 無形固定資産     14,959 112,043   13,964 

３ 投資その他の資産     88,005 148,049   100,102 

固定資産合計     167,821 6.5 318,512 10.7   167,293 6.5 

資産合計     2,598,318 100.0 2,969,372 100.0   2,583,933 100.0 

        

（負債の部）                     

Ⅰ 流動負債       

１ 買掛金     ― 18,398   ― 

２ 短期借入金     360,000 ―   ― 

３ 未払金     ―     260,708     120,727   

４ 未払法人税等     32,356 125,243   115,842 

５ 未払消費税等 ※２   109,181 114,088   199,580 

６ 未払費用     719,318 849,666   719,624 

７ 預り金     127,902 163,522   119,756 

８ 賞与引当金     ― 19,095   ― 

９ その他     74,024 1,315   1,248 

流動負債合計     1,422,783 54.8 1,552,038 52.3   1,276,780 49.4 

Ⅱ 固定負債       

退職給付引当金     8,485 ―   8,046 

固定負債合計     8,485 0.3 ― ―   8,046 0.3 

負債合計     1,431,268 55.1 1,552,038 52.3   1,284,826 49.7 
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前中間会計期間末 

（平成16年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成17年９月30日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資本の部）       

Ⅰ 資本金     457,000 17.6 473,140 15.9   457,000 17.7 

Ⅱ 資本剰余金       

資本準備金     575,500 591,640   575,500 

資本剰余金合計     575,500 22.1 591,640 19.9   575,500 22.3 

Ⅲ 利益剰余金       

中間（当期）未処分利
益 

    134,549     352,553     266,607   

利益剰余金合計     134,549 5.2 352,553 11.9   266,607 10.3 

資本合計     1,167,049 44.9 1,417,333 47.7   1,299,107 50.3 

負債及び資本合計     2,598,318 100.0 2,969,372 100.0   2,583,933 100.0 
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②【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日） 

区分 
注記
番号

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     5,287,426 100.0   6,598,026 100.0   11,073,019 100.0 

Ⅱ 売上原価     4,313,580 81.6 5,470,870 82.9   9,046,609 81.7 

売上総利益     973,846 18.4 1,127,156 17.1   2,026,410 18.3 

Ⅲ 販売費及び一般管理費     1,025,491 19.4 913,038 13.8   1,827,230 16.5 

営業利益又は営業損
失（△） 

    △51,645 △1.0 214,118 3.3   199,179 1.8 

Ⅳ 営業外収益 ※１   154 0.0   67 0.0   4,766 0.0 

Ⅴ 営業外費用 ※２   1,981 0.0 79 0.0   2,072 0.0 

経常利益又は経常損
失（△） 

    △53,473 △1.0   214,106 3.3   201,873 1.8 

税引前中間（当期）純
利益又は税引前中間純
損失（△） 

    △53,473 △1.0 214,106 3.3   201,873 1.8 

法人税、住民税及び
事業税 

  14,077 105,057 112,218 

法人税等調整額   △19,669 △5,592 △0.1 △2,052 103,005 1.6 5,478 117,696 1.0 

中間（当期）純利益又
は中間純損失（△） 

    △47,880 △0.9 111,101 1.7   84,176 0.8 

前期繰越利益     182,430 241,452   182,430 

中間（当期）未処分
利益 

    134,549 352,553   266,607 
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③【中間キャッシュ・フロー計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度の 
要約キャッシュ・ 
フロー計算書 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  

１ 税引前中間（当期）純
利益又は税引前中間純
損失(△) 

  △53,473 214,106 201,873 

２ 減価償却費   14,739 14,229 30,368 

３ 貸倒引当金の増加額又
は減少額（△） 

  1,028 1,220 1,221 

４ 賞与引当金の増加額又
は減少額（△） 

  △19,323 19,095 △19,323 

５ 退職給付引当金の増加
額又は減少額（△） 

  571 △8,046 132 

６ 受取利息   △154 △4 △157 

７ 支払利息   1,549 79 1,620 

８ その他の費用   2,317 2,373 4,105 

９ 売上債権の増加額
（△）又は減少額 

  △241,433 △496,743 △256,266 

10 その他資産の増加額
（△）又は減少額 

  △58,791 △84,370 △70,625 

11  仕入債務の増加額又は
減少額(△) 

  ― 18,398 ― 

12 未払費用の増加額又は
減少額（△） 

  111,480 130,042 111,785 

13 預り金の増加額又は減
少額（△） 

  37,013 43,765 28,867 

14 未払消費税等の増加額
又は減少額（△） 

  △73,907 △85,492 16,491 

15 その他負債の増加額又
は減少額（△） 

  37,756 74,796 104,853 

16 役員賞与の支払額   △18,000 ― △18,000 

小計   △258,628 △156,548 136,945 

17 利息の受取額   138 4 176 

18 利息の支払額   △1,557 △79 △1,602 

19 法人税等の支払額   △189,735 △97,580 △221,704 

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △449,782 △254,205 △86,185 
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前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度の 
要約キャッシュ・ 
フロー計算書 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  

１ 有形固定資産の取得に
よる支出 

  △32,197 △597 △35,476 

２ 無形固定資産の取得に
よる支出 

  △4,600 △49,500 △5,925 

３ 出資金の取得による支
出 

  ― ― △6,000 

４ 出資金の返還による収
入 

  ― ― 290 

５ 差入保証金の純増加額
（△）又は純減少額 

  △20,500 △35,649 △23,256 

６ その他   △2,990 △15,300 △9,000 

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △60,287 △101,047 △79,367 

Ⅲ 財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  

１ 短期借入金の純増加額
又は純減少額（△） 

  245,000 ― △115,000 

２ 株式の発行による収入
又は支出（△） 

  △432 32,280 △432 

３ 配当金の支払額   △55,900 △25,155 △55,900 

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  188,667 7,125 △171,332 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増
加額又は減少額（△） 

  △321,402 △348,127 △336,885 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期
首残高 

  1,300,730 963,845 1,300,730 

Ⅵ 現金及び現金同等物の中
間期末（期末）残高 

※１ 979,328 615,718 963,845 
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日） 

１．資産の評価基準及

び評価方法 

たな卸資産 

  

  

貯蔵品 

最終仕入原価法による原価法 

たな卸資産 

 仕掛品 

  個別法による原価法 

 貯蔵品 

同左 

たな卸資産 

  

  

貯蔵品 

同左 

２．固定資産の減価償

却の方法 

(1）有形固定資産 

  定率法を採用しております。 

ただし建物（建物付属設備を除

く）については定額法を採用し

ております。 

  なお、耐用年数及び残存価額

については、法人税法に規定す

る方法と同一の基準によってお

ります。 

(1）有形固定資産 

     同左 

  

  

(1）有形固定資産 

同左 

  (2）無形固定資産 

  自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能

期間（５年）に基づく定額法を

採用しております。 

(2）無形固定資産 

    定額法を採用しております。 

    営業権については商法施行規

   則に規定する最長期間(５年)で

   均等償却しております。 

    また、自社利用のソフトウェ 

   アについては、社内における利 

   用可能期間(５年)に基づく定額 

   法を採用しております。 

(2）無形固定資産 

    自社利用のソフトウェアにつ  

   いては、社内における利用可能 

   期間（５年）に基づく定額法を 

   採用しております。 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

  債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については

合理的に見積もった貸倒率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を

勘案し、回収不能見込額を計上

しております。 

(1）貸倒引当金 

     同左 

(1）貸倒引当金 

     同左 

  (2）賞与引当金 

  従業員の賞与の支払に備える

ため、支給見込額のうち当中間

会計期間に対応する金額を計上

することとしておりますが、当

中間会計期間については当中間

会計期間に対応する支払見込額

がありませんので、賞与引当金

を計上しておりません。 

(2）賞与引当金 

 従業員の賞与の支払に備える

ため、支給見込額のうち当中間

会計期間に対応する金額を計上

しております。 

(2）賞与引当金 

 従業員の賞与の支払に備える

ため、支給見込額のうち当事業

年度に対応する金額を計上して

おります。当事業年度について

は支給見込額がありませんの

で、賞与引当金を計上しており

ません。 

  (3）退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務の見込額に基づき、当

中間会計期間末において発生し

ていると認められる額を計上し

ております。 

(3）退職給付引当金 

       ― 

  

  

  

  

  

 (追加情報) 

    平成17年5月25日開催の取締役会

  決議により退職給付制度を廃止い

  たしました。これによる損益に与

  える影響は軽微であります。 

(3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務の見込額に基づき計上

しております。 

４．リース取引の処理

方法 

  リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっております。 

同左 同左 

 

2005/12/20 15:22:52日本エイム株式会社/半期報告書/2005-09-30



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日） 

５．中間キャッシュ・

フロー計算書（キ

ャッシュ・フロー

計算書）における

資金の範囲 

 中間キャッシュ・フロー計算書に

おける資金（現金及び現金同等物）

は、手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少なリス

クしか負わない取得日から３ヶ月以

内に償還期限が到来する短期投資か

らなっております。 

同左  キャッシュ・フロー計算書におけ

る資金（現金及び現金同等物）は、

手許現金、随時引き出し可能な預金

及び容易に換金可能であり、かつ、

価値の変動について僅少なリスクし

か負わない取得日から３ヶ月以内に

償還期限が到来する短期投資からな

っております。 

６．その他中間財務諸

表（財務諸表）作

成のための基本と

なる重要な事項 

消費税等の処理方法 

 消費税等の会計処理は、税抜方式

によっております。 

消費税等の処理方法 

同左 

消費税等の処理方法 

同左 

前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

前事業年度 

（自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日） 

      ────── (固定資産の減損に係る会計基準)  

   当中間会計期間より、固定資産の減損に

係る会計基準(「固定資産の減損に係る会計

基準の設定に関する意見書」(企業会計審議

会 平成14年８月９日))及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」(企業会計基

準適用指針第６号 平成15年10月31日)を適

用しております。これによる損益に与える影

響はありません。 

       ────── 
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表示方法の変更  

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

                     ──────  

  

 (中間貸借対照表) 

１ 「前払費用」は、前中間会計期間まで流動資産の 

  「その他」に含めて表示していましたが、当中間会 

  計期間末において資産の総額の100分の5を超えたた 

  め区分掲記しました。  

     なお、前中間会計期間末の「前払費用」の金額は 

  97,545千円であります。 

２ 「未払金」は、前中間会計期間まで流動負債の「そ 

  の他」に含めて表示していましたが、当中間会計期 

  間末において負債及び資本の合計額の100分の5を超 

  えたため区分掲記しました。 

     なお、前中間会計期間末の「未払金」の金額は 

  72,470千円であります。 
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追加情報 

注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 実務対応報告第12号「法人事業税

における外形標準課税部分の損益計

算書上の表示についての実務上の取

扱い」（企業会計基準委員会（平成

16年２月13日））が公表されたこと

に伴い、当中間会計期間から同実務

対応報告に基づき、法人事業税の付

加価値割及び資本割15,750千円を販

売費及び一般管理費として処理して

おります。 

            ─────  実務対応報告第12号「法人事業税

における外形標準課税部分の損益計

算書上の表示についての実務上の取

扱い」（企業会計基準委員会（平成

16年２月13日））が公表されたこと

に伴い、当事業年度から同実務対応

報告に基づき、法人事業税の付加価

値割及び資本割 33,100千円を販売費

及び一般管理費(その他)として処理

しております。 

前中間会計期間末 
（平成16年９月30日現在） 

当中間会計期間末 
（平成17年９月30日現在） 

前事業年度末 
（平成17年３月31日現在） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

32,658千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

 57,166千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

45,737千円 

※２ 消費税等の取扱 

 仮払消費税等及び仮受消費税等は相

殺のうえ、未払消費税等として表示し

ております。 

※２ 消費税等の取扱 

同左 

※２ 消費税等の取扱 

― 
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（中間損益計算書関係） 

（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日） 

※１ 営業外収益の主要項目 ※１ 営業外収益の主要項目 ※１ 営業外収益の主要項目 

受取利息 154千円 受取利息    4千円 受取利息    157千円

半導体関連装置売却益      4,595千円

※２ 営業外費用の主要項目 ※２ 営業外費用の主要項目 ※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 1,549千円 支払利息      79千円 支払利息      1,620千円

新株発行費      432千円

３ 減価償却実施額 ３ 減価償却実施額 ３ 減価償却実施額 

有形固定資産 12,474千円

無形固定資産 2,035千円

有形固定資産     11,428千円

無形固定資産      2,571千円

有形固定資産     25,553千円

無形固定資産      4,356千円

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日） 

※１  現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係 

※１  現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係 

※１  現金及び現金同等物の期末残高と貸

借対照表に掲記されている科目の金額

との関係 

（平成16年９月30日現在） （平成17年９月30日現在） （平成17年３月31日現在） 

現金及び預金勘定 979,328千円

現金及び現金同等物 979,328千円

現金及び預金勘定    615,718千円

現金及び現金同等物    615,718千円

現金及び預金勘定    963,845千円

現金及び現金同等物    963,845千円
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（リース取引関係） 

（有価証券関係） 

（デリバティブ取引関係） 

 当社はデリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

（持分法損益等） 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び期末残高相当額 

  

工具器

具備品 

（千円） 

  ソフト

ウェア 

（千円） 

 
合計 

（千円） 

取得価額相

当額 
4,202

  
3,540

  
7,742

減価償却累

計額相当額 
420

  
472

  
892

中間期末残

高相当額 
3,782

  
3,068

  
6,850

  

車両運

搬具 

(千円)

  工具器

具備品

(千円)

  ソフト

ウェア

(千円)

 
合計 

(千円)

取得価額

相当額 
7,260

  
4,202

  
3,540

  
15,002

減価償却

累計額相

当額 

1,331

  

1,260

  

1,180

  

3,771

中間期末

残高相当

額 

5,929

  

2,941

  

2,360

  

11,230

  

車両運

搬具 

(千円) 

  工具器

具備品 

(千円) 

  ソフト

ウェア

(千円)

 
合計 

(千円)

取得価額

相当額 
7,260

  
4,202

  
3,540

  
15,002

減価償却

累計額相

当額 

605

  

840

  

826

  

2,271

期末残高

相当額 
6,655

  
3,361

  
2,714

  
12,731

② 未経過リース料中間期末残高相当額 ② 未経過リース料中間期末残高相当額 ② 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 1,472千円

１年超 5,442千円

合計 6,915千円

１年以内   2,947千円

１年超    8,461千円

合計    11,409千円

１年以内 2,909千円

１年超   9,944千円

合計   12,854千円

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額 

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額 

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額 

支払リース料 843千円

減価償却費相当額 774千円

支払利息相当額 125千円

支払リース料 1,600千円

減価償却費相当額 1,500千円

支払利息相当額     155千円

支払リース料  2,317千円

減価償却費相当額  1,587千円

支払利息相当額 844千円

④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定

方法 

減価償却費相当額の算定方法 

・リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。 

④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定

方法 

減価償却費相当額の算定方法 

・リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。 

④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定

方法 

減価償却費相当額の算定方法 

・リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。 

利息相当額の算定方法 

・リース料総額とリース物件の取得価額

相当額の差額を利息相当額とし、各期

への配分方法については、利息法によ

っております。 

利息相当額の算定方法 

・リース料総額とリース物件の取得価額

相当額の差額を利息相当額とし、各期

への配分方法については、利息法によ

っております。 

利息相当額の算定方法 

・リース料総額とリース物件の取得価額

相当額の差額を利息相当額とし、各期

への配分方法については、利息法によ

っております。 

前中間会計期間末 
（平成16年９月30日現在） 

当中間会計期間末 
（平成17年９月30日現在） 

前事業年度末 
（平成17年３月31日現在） 

該当事項はありません。 該当事項はありません。 該当事項はありません。 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

  子会社及び関連会社がありませんの 

 で、該当事項はありません。 

関連会社に対する投

資の金額 
9,000千円 

持分法を適用した場

合の投資の金額 
8,425千円 

持分法を適用した場

合の投資損失の金額

574千円 

  

  子会社及び関連会社がありませんの

 で、該当事項はありません。 
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（１株当たり情報） 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、１株当

たり中間純損失であるため記載して

おりません。 

  

１株当たり純資産額 41,754円92銭

１株当たり中間純損

失金額 
1,713円08銭

１株当たり純資産額   49,751円96銭

１株当たり中間純利

益金額 
   3,956円32銭

潜在株式調整後１株

当たり中間純利益金

額 

 3,773円30銭

１株当たり純資産額   46,479円69銭

１株当たり当期純利

益金額 
   3,011円70銭

潜在株式調整後１株

当たり当期純利益金

額 

  

   2,853円26銭

 当社は、平成16年５月20日付で普

通株式１株に対し、普通株式２株の

割合で株式分割を行いました。当該

株式分割が前期首に行われたと仮定

した場合の１株当たり情報について

は、それぞれ以下のとおりとなりま

す。 

前中間会計期間 前事業年度 

１株当たり純資
産額 

１株当たり純資
産額 

19,297円24銭 45,468円00銭 

１株当たり中間
純利益金額 

１株当たり当期
純利益金額 

7,331円59銭 8,162円48銭 

  
潜在株式調整後
１株当たり当期
純利益金額 

  7,789円51銭 

   当社は、平成16年5月20日付で普通

株式１株に対し、普通株式２株の割

合で株式分割を行いました。当該株

式分割が前期首に行われたと仮定し

た場合の前事業年度における１株当

たり情報については、それぞれ以下

のとおりとなります。 

  

１株当たり純資産額   45,468円00銭

１株当たり当期純利

益金額 
   8,162円48銭

潜在株式調整後１株

当たり当期純利益金

額 

   7,789円51銭
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 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額又は中間純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金

額の算定上の基礎は、以下のとおりです。 

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

１株当たり中間（当期）純利益金額又

は純損失金額 
      

中間（当期）純利益又は純損失 

（千円） 
△47,880 111,101 84,176 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － － 

普通株式に係る中間（当期）純利益

又は中間純損失（千円） 
△47,880 111,101 84,176 

普通株式の期中平均株式数（株） 27,950 28,082 27,950 

潜在株式調整後１株当たり中間（当

期）純利益金額 
      

中間（当期）純利益調整額（千円） － － － 

普通株式増加数（株） － 1,362 1,552 

（うち新株予約権(株)） － (1,362) (1,552) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式

調整後１株当たり中間（当期）純利益

の算定に含めなかった潜在株式の概要 

 新株予約権２種類

（新株予約権の数

2,291個）。これらの

詳細は、「新株予約権

等の状況」に記載のと

おり。 

 新株予約権方式によ

るストックオプション

(新株予約権426個)。

これらの詳細は、「新

株予約権等の状況」に

記載のとおり。 

 新株予約権方式によ

るストックオプション

(新株予約権496個)。こ

れらの詳細は、「新株

予約権等の状況」に記

載のとおり。 

2005/12/20 15:22:52日本エイム株式会社/半期報告書/2005-09-30



（重要な後発事象） 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

該当事項はありません。 １ 平成17年８月29日開催の取締役 

 会決議に基づき、中古半導体製造 

 装置の導入から定期的なメンテナ 

 ンスまでを行うため、平成17年10 

 月３日付で子会社を設立いたしま 

 した。 

(1)商号  

 ネクサス・テクノロジ株式会社 

(2)事業内容  

 半導体装置ユニットの修理、代替 

 品の提供サービス及び中古半導体 

 製造装置の販売代理業 

(3)設立年月日  

 平成17年10月３日 

(4)代表者  

  代表取締役社長 芝田 智宗 

(5)資本金  

    3,000万円 

(6)取得価額  

    15,300千円(持分比率51%) 

  

１  平成17年６月25日開催の定時株 

主総会において、商法第280条ノ

20及び第280条ノ21の規定に基づ

き、取締役、監査役及び従業員又

は顧問等に対してストックオプシ

ョンを付与することを特別決議い

たしました。その内容は「第４ 

提出会社の状況 １ 株式等の状

況(7）ストックオプション制度の

内容」に記載のとおりでありま

す。 
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前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

  

  

２  平成17年６月25日開催の定時株 

 主総会決議に基づき、平成17年11 

 月14日開催の取締役会において、 

 同日付で商法第280条ノ20及び商法 

 第280条ノ21の規定によるストック 

 オプションを目的とした新株予約 

 権を発行することを決議しまし 

 た。 

    新株予約権の内容は以下のとお 

 りであります。 

(1)新株予約権の発行数   

  873個 

(2)新株予約権の発行価額 

   無償 

(3)新株予約権の目的たる株式の種類

  及び数  

  当社普通株式873株 

(4)新株予約権の行使に際しての払込

  金額  

  １株につき600,000円 

(5)新株予約権の行使により発行する 

  株式の発行価額の総額 

   523,800,000円 

(6)新株予約権の行使期間 

  平成19年７月１日から平成22年６ 

 月末日まで 

(7)新株予約権の行使により新株を発 

 行する場合の発行価額のうち資本 

 に組入れない額 

 １株につき300,000円 

(8)新株予約権の割当対象者数  

  当社の取締役3名、当社の子会社 

 の取締役1名及び当社従業員29名 
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(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

  

  

３  平成17年６月25日開催の定時株 

 主総会決議に基づき、平成17年12 

 月19日開催の取締役会において、 

 同日付で商法第280条ノ20及び商法 

 第280条ノ21の規定によるストック 

 オプションを目的とした新株予約 

 権を発行することを決議しまし 

 た。 

    新株予約権の内容は以下のとお 

 りであります。 

(1)新株予約権の発行数   

   35個 

(2)新株予約権の発行価額 

   無償 

(3)新株予約権の目的たる株式の種類

  及び数  

  当社普通株式35株 

(4)新株予約権の行使に際しての払込

  金額  

  １株につき674,000円 

(5)新株予約権の行使により発行する 

  株式の発行価額の総額 

   23,590,000円 

(6)新株予約権の行使期間 

  平成19年７月１日から平成22年６ 

 月末日まで 

(7)新株予約権の行使により新株を発 

 行する場合の発行価額のうち資本 

 に組入れない額 

 １株につき337,000円 

(8)新株予約権の割当対象者数  

  当社従業員 7名 
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第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  有価証券報告書 

及びその添付書類 

事業年度 

（第10期） 

自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日 

平成16年６月27日 

関東財務局長に提出 
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 
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独立監査人の中間監査報告書 

    平成16年12月20日

日本エイム株式会社     

  取締役会 御中   

  東京北斗監査法人   

  
代表社員 

業務執行社員 
  公認会計士 安田 荘助  ㊞ 

  
代表社員 

業務執行社員 
  公認会計士 中川 隆之  ㊞ 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日本エ

イム株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第10期事業年度の中間会計期間（平成16年４月１日から平

成16年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシュ・フロー計

算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間

財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、日本エイム株式会社の平成16年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成16年４月１

日から平成16年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認め

る。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 ※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会

社）が別途保管しております。 
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独立監査人の中間監査報告書 

    平成17年12月19日

日本エイム株式会社     

  取締役会 御中   

  東京北斗監査法人   

  
代表社員 

業務執行社員 
  公認会計士 安田 荘助  ㊞ 

  
代表社員 

業務執行社員 
  公認会計士 中川 隆之  ㊞ 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日本エ

イム株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第11期事業年度の中間会計期間（平成17年４月１日から平

成17年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシュ・フロー計

算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間

財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、日本エイム株式会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成17年４月１

日から平成17年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認め

る。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 ※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会

社）が別途保管しております。 
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